
  第２回長崎地方最低賃金審議会議事録(令和６年８月１日) 13：25～15：55 

本審 2 

 

1 

 

１. 開会 

深浦会長 

 

 

 池田指導官 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

深浦会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定刻になりましたので、ただ今から、「令和６年度第２回長崎地方最低

賃金審議会」を開催します。 

当初委員の出欠状況につきまして事務局から報告をお願いします。 

 

出欠状況報告の前に、事務局よりご連絡がございます。 

本審議会開催前に皆様にお配りしました１枚の様式ですが、こちらは、

本審議会資料の差し替えになります。 

324 ページの、資料 26、日本民主青年同盟長崎県委員会様の要請書で

す。お差し替えのほど、よろしくお願いします。 

それでは、出欠状況報告に移ります。 

現在、委員総数 15 名のうち、公益委員５名、労働者側委員５名、使用

者側委員５名、合計 15 名の委員にご出席いただいておりますので、最低

賃金審議会令第５条第２項の規定に基づき、審議会開催に必要な定足数

の３分の２以上を満たしており、本審議会が有効に成立していることを

報告いたします。    

 

改めまして、皆様、本日は本当に暑い中、お忙しい中、お集まりいた

だきまして、ありがとうございます。 

さて、本日は、特定最低賃金の改正決定の必要性の有無につきまして、

長崎労働局長から諮問を受けるということにしております。 

また、ご存じと思いますが、７月 25 日、中央最低賃金審議会の目安の

答申がなされましたので、その内容の伝達を行います。 

また、本日、最低賃金法第 25 条第５項の規定に基づきまして、参考人

意見聴取ですけれども、「郵政産業労働者ユニオン長崎中央郵便局支部」、

「日本民主青年同盟長崎県委員会」、「長崎県労働組合総連合」からそれぞ

れ意見書の提出、それから審議会の場での意見陳述の要望がありました。

前回、第１回本審で検討しましたとおり、その必要があるということで、

意見聴取の場を設けております。 

それから、審議会の公開ですけれども、運営規定第６条第１項但し書

き、ここで「個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若

しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合、あるいは

率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ

がある場合、これは、会長の中で会議を非公開とすることができる。」と

いうことで、今回の参考人聴取につきましては、参考人の方（かた）か

らも「公開して差し替えない。」との意見をいただきましたので、会長判

断ということで、公開ということで取り扱いたいと思います。 

参考人意見聴取を行った後にですね、７月 16 日に実施しました事業場
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 池田指導官 

 

 

 

  

 

 

 

２． 議題 

（１）長崎県 

特定最低賃 

金の改正決 

定の必要性 

の有無につ 

いて（諮問） 

深浦会長 

 

 

 

山本室長 

 

 

 

 

 

実地視察の結果報告を公労使の各代表委員から行っていただくこととし

ておりますけれども、報告の内容に視察事業場の機微な情報が含まれる

と判断されますので、会長判断として、「非公開」という取扱いとさせて

いただきたいと思います。 

また、本審議会の終了後は、引き続き、第１回専門部会が開催されま

す。 

本日から実質的な審議ということになります。委員の皆様には、慎重

かつ円滑な審議が出来ますように、また、できましたら全会一致の結論

が得られますように、ご協力をお願いしたいと思います。 

なお、本日の審議会の議事録の確認につきましては、公益委員は私、

労働者側委員は種村委員、そして使用者側委員は峯下委員にお願いした

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

ただいま深浦会長からご説明がありましたとおり、議題（６）の「事

業場実地視察結果報告」は非公開となりますので、議題（５）「参考人意

見聴取について」の終了後、傍聴の方、記者の方にはご退席をお願いす

ることになりますので、よろしくお願いします。 

なお、本会議の後に開催されます長崎地方最低賃金審議会第１回専門

部会を傍聴される方におかれましては、６階会議室を控室として準備し

ておりますので、そちらでお待ちいただくこととなります。専門部会開

催前にお声かけいたしますので、よろしくお願いいたします。 

    

 

 

 

 

 

 

それでは早速、議事に入ります。議題（１）の「長崎県特定最低賃金

の改正決定の必要性の有無（諮問）」につきましてです。事務局から改正

の申出内容等の説明をお願いします。 

 

長崎県におきましては、ご承知のとおり「はん用機械器具、生産用機

械器具製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報

通信機械器具製造業」、及び「船舶製造・修理業，舶用機関製造業」の３

業種につきまして、特定最低賃金が設定されております。 

本年度におきましても、最低賃金法第 15 条第１項の規定に基づきまし

て、３業種それぞれの関係労働組合から、特定最低賃金の改正の申出が
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 深浦会長 

 

 

 

 

 深浦会長 

 

 

 

 

  

山本室長 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

倉永局長 

  

  

 

 

 

 

労働局長あてなされたところです。 

申出書の内容につきましては、資料の 33 ページから 37 ページまでの

資料番号２－１、２－２、２－３に添付しているとおりでございます。 

改正の申出につきましては、３業種いずれも要件「労働協約ケースに

おいては、当該労働協約が基幹的労働者の概ね３分の１以上の者に適用

されているか、公正競争ケースにおいては、当該最低賃金の適用を受け

る労働者の概ね３分の１以上の者の合意によって行われているかどう

か。」の条件を満たしていることを確認して、受理いたしましたことを、

ご報告申し上げます。   

 

ただ今、事務局から、３業種とも定量的要件を満たしているというこ

とでの説明がありましたけれども、ご質問等はございませんか。 

 

＜質問なし＞ 

 

よろしいですね。 

それでは、特定最低賃金の改正の申出についての要件を確認したとい

うことで、労働局長から、改正決定の必要性の有無について諮問を受け

ることとしたいと思います。 

事務局は準備をお願いします。 

 

それでは、ただ今から、労働局長より諮問をさせていただきます。 

なお、撮影していただいて差し支えありませんが、中央には入らない

ようにお願いいたします。 

 

＜室長が局長へ諮問文を渡す＞ 

 

＜会長と局長が会場中央へ移動し向き合う＞ 

 

＜局長が諮問文を読み上げる＞ 

 

長崎県特定最低賃金の改正決定の必要性の有無について諮問します。 

令和６年７月１日付けをもって、申出代表者「日本基幹産業労働組合

連合会 長崎県本部委員長 中川俊紀 様」から、「長崎県はん用機械器

具、生産用機械器具製造業最低賃金」及び「長崎県船舶製造・修理業、

舶用機関製造業最低賃金」について、また、同年７月１日付けをもって、

申出代表者「全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 西九州

地方協議会 長崎地域協議会議長 長田徳幸様」から、「長崎県電子部
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 山本室長 

 

 

 

 

 深浦会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山本室長 

 

 

 

 

 

深浦会長 

 

 

 

 

 

深浦会長 

 

 

 

品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低

賃金」について、最低賃金法第 15 条第１項の規定に基づく、改正決定に

関する申し出があったので、同法第 21 条の規定により、その必要性の有

無について、貴会の意見を求めます。長崎労働局長 倉永圭介 

 

＜局長より会長へ諮問文を手渡す＞ 

 

ただ今、諮問させていただきました「諮問文」の写しを、今から皆様

方のお手元にお配りしますので、しばらくお待ちください。 

 

＜諮問文の写しを各委員及び傍聴人へ配付＞ 

 

ただ今、諮問をいただきましたので、特定最低賃金３業種に係る改正

決定の必要性の有無につきまして、今後審議を行うことになります。 

第１回本審により、「特定最低賃金の改正の必要性の有無については、

関係労使の意見を十分把握した上で審議を行い、本審議会において全会

一致の決議に至るよう努める。」という申し合わせを行っておりますの

で、これに従いまして議論を深めていく必要がございます。 

具体的には、地域別最低賃金が結審した後の本審におきまして、審議

することになりますが、審議日程につきまして、事務局から説明をお願

いします。 

 

特定最低賃金の改正の必要性の審議につきましては、時間を確保し、

充実した審議を尽くしていただくため、８月 21 日に予定しています第４

回本審において参考人意見聴取を実施し、必要性の審議を行ったうえで、

続く第５回本審で引き続きご審議のうえ答申をいただく予定にいたした

いと思っておりますが、いかがでしょうか。 

 

繰り返しますと、第４回本審、8月 21 日ですね、ここで参考人意見聴

取を行って、必要性審議を行うとして、第５回本審で引き続き審議して

答申をするといった日程案になっておりますが、よろしいでしょうか。  

    

＜意見なし＞ 

 

それでは、特定最低賃金３業種に係る改正決定の必要性の審議時間の

確保につきましては、事務局のほうにまた暫時調整をお願いすることと

いたしまして、十分な審議を尽くしたうえで第５回本審で答申を行うこ

とにいたします。 
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峯下委員 

 

 

 

 

 

深浦会長 

 

  

 

  

山本室長 

 

深浦会長 

 

 

 

 

  

山本室長 

 

 （２）長崎

県最低賃金

専門部会委

員の任命、

及び今後の

審議日程に

ついて 

 深浦会長 

 

 

 山本室長 

 

 

 

 

 

 

よろしいでしょうか。使用者側委員の峯下です。念のためですが、昨

年も同じことがあったんですが、要は、地域別最低賃金が決まった上で

特定最低賃金を決めるということですよね。したがいまして、地域別最

低賃金が決まらなかった場合は、異議審がありますから、それとの絡み

をはっきりさせてください。 

 

  はい。異議審について、事務局いかがでしょうか。異議審があった場

合にはその後になるんでしょうか。 

地域別最低賃金が決まるまでは、特定最低賃金の審議は始められないと

いうことにはなります。 

  

 はい。そのとおりです。 

  

峯下委員からの質問は、８月６日もしくは８月１６日に地域別最低賃

金を決めた後に異議審が行われた場合の取扱いですね。確かにそうです。 

考え方としては、当然、異議申出が出た場合はそれを終わらせないこ

とには次に進めないということになりますので、事務局はその点を検討

してください。 

 

承知しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

次は、議題（２）です。「長崎県最低賃金専門部会委員の任命」につき

まして、事務局から説明をお願いいたします。 

 

資料としましては、資料 39 ページ、資料番号３に令和６年度の専門部

会委員名簿を添付しておりますので、ご覧ください。 

長崎地方最低賃金審議会専門部会委員の候補者につきましては、７月

１日から７月 22 日まで推薦公示を行いまして、労働者側団体から３名、

使用者側団体から３名の推薦があり、名簿に記載されておりますとおり、

公・労・使各３名ずつ、合計９名の委員の皆様方につきまして、長崎労
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 深浦会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

各委員 

 

 深浦会長 

 

  

 

 

山本室長 

働局長から任命をさせていただいたところです。どうぞよろしくお願い

いたします。 

専門部会委員の皆様には、辞令を机上に配付しておりますので、ご確

認いただければと思います。 

ところで、審議会令第６条第７項の規定に「専門部会は、その任務を

終了したときは、審議会の議決により、これを廃止するものとする。」と

規定されておりますけれども、専門部会開催後、本審を開催することが

できますと、その際に廃止の審議を行うこともできますが、専門部会で

結審し、引き続き本審で答申となった後に、異議の申し出がなかった場

合は、本審（異議審）を開催する必要がなくなりますので、本審での廃

止の審議ができないということとなります。 

従いまして、専門部会の廃止の取扱いにつきまして、事前にご審議を

お願いできればと思います。 

 

はい。まず、専門部会の委員の皆様、辞令のほうのご確認をお願いい

たします。 

それから、ただいまの件ですけども、専門部会は、当然この本審で設

置されますので、任務が終わったところでこの本審において解散、廃止

ということになります。 

したがって、本来であればどこかのタイミングで本審を開くというこ

とになってしまうのですけれども、異議の申出があれば、ということで

すね。 

異議の申出がなされなかった場合は、本審を開くということは今のと

ころ予定していませんので、異議の申出があればですね、異議審をやっ

て、そこで任務が終わるということでいいんですけど、異議の申出がな

かった時には本審は今のところ予定しておりません。したがいまして、

その場合においては、いずれにしても異議審の申出に対する対応が終了

したタイミングで専門部会を廃止するという形を取るのが現実的ではな

いかと思っておりますけれども、いかがでしょうか。 

 

〈異議なし〉 

 

はい。それでは、専門部会は、異議の申出に関する対応が終了した時

点で廃止をする、ということにしたいと思います。 

次に、「今後の審議日程」につきまして、引き続き事務局から説明をお

願いします。 

 

今後の審議日程について説明いたします。 
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 深浦会長 

 

 

 

 

 深浦会長 

 

 

 

（３）中央最

低賃金審議

会の目安答

申について 

 深浦会長 

 

 

 

 

 

本日、この審議会に引き続きまして、第１回目の長崎県最低賃金専門

部会を開催いたします。 

第２回専門部会は、明日８月２日（金）９時 30 分から、第３回専門部

会は５日（月）９時 30 分から開催する予定としております。 

開催場所は、何れも８階会議室を予定しております。 

また、５日の専門部会で結論を得られた場合は、速やかに、第３回の

本審を開催しまして、答申をいただきたいと思っておりますので、８月

２日開催の第２回専門部会での審議状況につきましては、本審の委員の

皆様方に情報提供を行い、第３回本審の開催時間等について調整を行わ

せていただきますので、委員の皆様方におかれましては、ご協力をよろ

しくお願い申し上げます。 

なお、５日の専門部会において結論が得られない場合は、その後に予

定しております、第３回の本審は開催できないこととなりますので、８

月６日（火）13 時 30 分から専門部会を開催し、結論が出た場合は、８月

16 日（金）17 時 30 分から第３回本審を開催したいと考えております。

また、８月６日（火）の専門部会において結論が出ない場合については、

８月 16 日（金）17 時 30 分から専門部会を開催し、結論を得た後に引き

続き、当日第３回本審を開催したいと考えております。 

    

はい。これまでも何回かは言っておりますが、改めまして、先ほどの

日程につきまして、何かご質問、ご意見などございませんでしょうか。 

 

〈質問等なし〉 

 

 質問等なければ、次にまいります。 

 それでは、委員の皆様方におかれましては、大変お忙しいかとは思い

ますけれども、今後の日程調整等について、格段のご協力をよろしくお

願いいたします。 

 

 

 

 

それでは、この後、議題（３）の「中央最低賃金審議会の目安答申に

ついて」の議事に入っていくわけでございますが、中央最低賃金審議会

の藤村（ふじむら）会長より、昨年に引き続きビデオメッセージが届い

ておりますので、まず、議事に入る前に視聴いただきたいと思います。 

このビデオメッセージが届けられました趣旨等につきまして、簡単に

事務局よりご紹介ください。 
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 山本室長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

深浦会長 

 

＜令和６年度

地域別最低賃

金改定の目安

の中央最低賃

金審議会の答

申（令和６年

７月 25 日）を

踏まえた地方

最低賃金審議

会委員への会

長メッセージ
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去る 7月 25 日中央最低賃金審議会において、令和６年度地域別最低賃

金額改定の目安についての答申がなされました。 

この目安につきましては、中央最低賃金審議会が令和５年４月６日に

とりまとめられた「目安制度の在り方に関する全員協議会報告」におい

て、目安の位置づけの趣旨が、地方最低賃金審議会の各委員にも確実に

伝わるよう、都道府県労働局への周知方法について検討することを中央

最低賃金審議会の事務局に対し要望がなされたことを踏まえまして、目

安の位置づけや目安が示された考え方やポイントを地方最低賃金審議会

の委員に直接伝達することを目的として、中央最低賃金審議会会長によ

るビデオメッセージが令和５年度に引き続き撮影されたもの、というこ

とになります。 

目安の詳細については、後ほど議題（３）「中央最低賃金審議会の目安

答申について」においてあらためて説明しますが、お手元の資料１ペー

ジ、資料番号１「中央最低賃金審議会目安答申」を参考にしながら、ビ

デオメッセージをご視聴いただきたいと思います。なお、放映時間は、

約 17 分になりますので、よろしくお願いいたします。 

 

それでは、ビデオメッセージを視聴いただきたいと思います。 

 

皆さんこんにちは。中央最低賃金審議会会長の藤村でございます。 

今日は今年度の目安審議について、皆さんにその真意がより伝わるよ

うにということで、こういう形でビデオメッセージをお届けすることと

なりました。 

 これは、令和５年４月６日にとりまとめられました、目安制度の在り

方に関する全員協議会報告の中で、目安の位置付けのその趣旨が、地方

最低賃金審議会の各委員みなさんに確実に伝わるようにということで考

えられた方法でございます。 

 これを受け、目安の位置付けの趣旨に加えまして、今年度の中央最低 

賃金審議会においてとりまとめられました令和６年度の最低賃金改定の 

目安について、地方最低賃金審議会の委員の皆様に直接伝達されるよう 

に、私からこういう形でお話しをすることになりました。この取組とい 

いますのは、昨年に続き２回目となります。 

 ご視聴いただく皆様には、これから本格化する今年度の地方最低賃金

審議会の改定に向けた議論に当たり、改めて、目安をどのように捉えて

参考としていただきたいのか、また、今年の公益委員見解の趣旨につい

て、理解を深める機会としていただきたいと思います。 

 それでは、最低賃金の位置づけ、法令要素についてまずはお話しをし
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ておきたいと思います。 

最低賃金は、最低賃金法第 1 条に規定するとおり、賃金の低廉な労働

者について賃金の最低額を保障することなどを目的とするものでありま

す。通常の賃金とは異なりまして、個別や団体の労使交渉等で決定され

るものではなく、法定の３要素を考慮し、公労使の最低賃金審議会の答

申に基づき決定されるものになります。 

引上げ額の検討にあたり、考慮する要素としては、様々なものがあり

ますが、基本的な考え方を改めて申し上げておきたいと思います。 

まず、最低賃金は法定の３要素であります、労働者の生計費、賃金、

通常の事業の賃金支払能力を考慮して定めることとなっております。ま

た、生活保護に係る施策との整合性に配慮することも法律で決められて

おります。 

その際、地域間バランスを図る観点から、中央最低賃金審議会で目安

を示すことになっております。 

また、近年は、政府の閣議決定に配意した審議を諮問の際にもとめら

れております。近年の配意内容は、中長期の金額目標と、地域間格差の

是正ということでございます。 

 さて、次に目安について、詳しく申し上げたいと思います。 

目安は、令和５年全員協議会報告や、令和６年度目安小委員会報告に

記載しておりますとおり、「目安は、地方最低賃金審議会が審議を進める

に当たって、全国的なバランスを配慮するという観点から参考にされる

べきものであり、地方最低賃金審議会の審議決定を拘束するものではな

い」ことを改めて申し上げておきたいと思います。 

 従って、公労使での真摯な議論の結果、目安どおりとなることもあれ 

ば、目安を上回ることも、あるいは目安を下回ることもありうるものと 

理解しております。地方最低賃金審議会におかれましては、目安及び公 

益委員見解で述べている３要素のデータに基づく目安決定の根拠等を十 

分に参酌し、公労使の三者でしっかりと地域のデータ等の実情に基づい 

た議論を尽くした上での決定を心がけていただきたいと思います。 

 では、次に目安のポイントについてお話しをしておきたいと思います。 

 今年の目安についても、３要素のデータに基づき納得感のあるものと 

なるよう、公労使で５回に渡って真摯に議論を重ねました。３要素のう 

ち何を重視するかというのは、年によって異なります。今年は、昨年に 

引き続きまして、消費者物価が高水準で推移する中、最低賃金の近くで 

働く労働者の購買力を維持する観点から生計費を重視したいと考えまし 

た。なお、物価の影響を十分考慮すべきという点については、労使共通 

の認識でございました。 

 では、３要素のそれぞれの評価のポイントについて、お話しをしてお 
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きたいと思います。 

 まず「労働者の生計費」についてです。 

消費者物価指数については、「持家の帰属家賃を除く総合」が、昨年度

の地域別最低賃金が発効した令和5年 10月から令和6年 6月までの期間

でみた場合、平均 3.2％となっておりまして、前年に引き続き高い水準に

なっておりました。消費者物価については、基本的に「持家の帰属家賃

を除く総合」を基に議論すべきという共通認識はあるのですが、今年度

においては、それに加えて、生活必需品を中心とした消費者物価の上昇

に伴い、最低賃金に近い賃金水準の労働者においては、生活が苦しくなっ

ている者もいらっしゃると考えられる中、食パン、鶏卵などの生活必需

品を含む「頻繁に購入」する品目の物価上昇率についても考慮して、昨

年に引き続き高い水準となっていることを勘案いたしました。頻繁に購

入する品目というのは、年に 15 回以上の購入頻度があるものというふう

に、総務省統計局で定めております。 

 最低賃金に近い賃金水準の労働者の購買力を維持するため、最低賃金

法に定める労働者の生活の安定を図る趣旨からも、2年連続ではあります

が、消費者物価を特に重視することが適当であると考えました。 

 次に、３要素のうちの２番目「賃金」についてです。企業規模によっ 

て賃金上昇率の水準には開きが見られる一方、企業規模に関わらず昨年 

を上回る賃金引上げの実施が確認することができました。具体的には、 

連合及び経団連が公表しております賃上げ率は、33 年ぶりの高い水準と 

なっております。また、30 人未満の企業を対象とした賃金改定状況調査 

の第４表①②のランク計の賃上げ率についても、最低賃金が時間額のみ 

で表示されるようになりました平成 14 年以降最大値であった昨年度の 

2.1％を上回る 2.3％という水準になっておりました。 

 最後に、３つ目の要素「通常の事業の賃金支払能力」についてです。 

これについては、個々の企業の賃金支払能力を示すものではないと解さ 

れております。これまでの目安審議においても、業況の厳しい産業や企 

業の状況のみを見て議論するのではなく、各種統計資料を基に議論を 

行ってまいりました。 

 売上高経常利益率が四半期ごとの数字で、令和５年は６～９％程度で 

推移をしております。また、令和６年の第１四半期は 7.1％になっており 

ます。従業員一人当たり付加価値額など他の指標も高い水準で推移する、 

そういったことを見て景気や企業の利益において改善の傾向にあるとい 

うことを確認いたしました。 

 一方、大企業と中小企業の間で売上高経常利益率の差が広がっている 

ことや価格転嫁率が示すように、賃上げ原資の確保が難しい企業も存在 

するという状況について資料を充実させて確認いたしました。企業規模 
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や価格転嫁の有無で二極化の傾向があるということに留意をしておりま 

す。 

 こうした３要素のデータを総合的に勘案し、特に今年度は消費者物価

の上昇が続いていることから、最低賃金に近い賃金水準の労働者の購買

力を維持する観点から、労働者の生計費を重視した目安の議論になりま

した。具体的には、令和５年 10 月から令和６年６月の物価上昇率の平均

が 3.2％であり、これを一定程度上回ることを考慮しつつ、加えて、今年

度は、特に、生活必需品を含む支出項目に限ってみた上昇率平均 5.4％を

勘案する必要があるものと考えたところです。また、賃上げの流れを非

正規雇用労働者や中小企業・小規模事業者にも波及させること、あるい

は最低賃金法の目的にも留意をいたしまして、今年は 5.0％、50 円を基

準としてランク別の目安額を検討することといたしました。 

 ランクごとの目安額については、新しい資本主義実行計画などの閣議 

決定文書において、「地域別最低賃金の最高額に対する最低額の比率を引 

き上げる等、地域間格差の是正を図る」とされていることも踏まえまし 

て、地域間格差への配慮の観点から少なくとも地域別最低賃金の最高額 

に対する最低額の比率を引き続き上昇させていくことが必要というふう 

に考えました。 

 その上で、賃金改定状況調査結果第４表①②③における賃金上昇率は 

Ｃランク、Ｂランク、Ａランクの順に高くなっております。さらに、消 

費者物価の上昇率は、Ｃランクがやや高めに推移しております。雇用情 

勢としては、Ｂ・Ｃランクで相対的に良い状況であるということがデー 

タで示されております。 

 一方で、各ランクの目安額については、令和５年全員協議会報告に記 

載の通り、下位ランクの目安額が上位ランクを上回ることは理論上あり 

得るけれども、各ランクの引上げ額が同額であった場合でも、地域別最 

低賃金額が相対的に低い地域の引上げ率がより高くなること、また、引 

上げ額が増すほど引上げ率がより高くなることについて留意する必要が 

あると考えました。 

 これらのことを考慮すれば、Ａランク 50 円・4.6％、Ｂランク 50 円・ 

5.2％、Ｃランク 50 円・5.6％とすることが適当であると考えた次第です。 

 繰り返しとなりますが、今年度の目安額は、最低賃金が消費者物価を 

一定程度上回る水準である必要があることや、賃金上昇率が増加傾向に 

あること、地域間格差の是正を引き続き図ること等を特に考慮して検討 

されたものであることにも配意いただきたいと思います 

 この結果、仮に目安どおりに各都道府県で引上げが行われた場合は、 

地域間格差が比率の面で縮小することになります。ただし、地域間の金 

額の差についても引き続き注視する必要があると考えております。 
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 公益委員見解で参照したデータについては、別添の「参考資料」とし 

てまとめております。また、これまで目安に関する小委員会で提示した 

資料には、地域別のものも含まれておりますので、地方でのデータに基 

づいた審議に当たって、適宜参考とされたいと思います。 

 また、今般の地域別最低賃金額改定の目安は、過去最高の引上げ額に 

なっており、地方最低賃金審議会の委員の中には、なかなか受け入れが 

たいとお考えになっておられる方もおられると認識しております。こう 

したことも踏まえまして、中央最低賃金審議会の公益委員としても、今 

年度の最低賃金の引上げが着実に行われますよう、政府に対して、中小 

企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備を行うよう、業務 

改善助成金に加えて、キャリアアップ助成金など厚生労働省の助成金に 

ついての賃上げ加算等の要望や、中小企業庁の省力化支援の強化、独占 

禁止法や下請法の執行強化、価格転嫁についての消費者の理解促進、「年 

収の壁」を意識せずに働くことができるように被用者保険の適用拡大等 

の見直しに取り組むことなどに対する要望を例年以上に盛り込んだとこ 

ろでございます。 

なお、都市部以外の地域におきましては、小規模事業者がその地域の

生活を維持していくためのセーフティネットとしての役割を果たしてい

るところもございます。従業員の処遇改善と同時に企業の持続的発展、

この両立を図ることについての配慮が必要であることを政府に対する要

望のところに記載をしております。 

 次に発効日についてです。発効日ついては 10 月 1 日にこだわらず、賃

上げ効果を速やかに波及させるために前倒しすべきという意見もあれ

ば、引き上げの準備のために後ろ倒しすべきという意見があることは承

知しております。 

 令和５年全員協議会報告において、「発効日とは審議の結果で決まるも 

のであることや、発効の時点を規定する最低賃金法第 14 条第２項におい 

ても発効日は公労使で議論して決定できるとされていることについて、 

地方最低賃金審議会の委員に周知することが適当」とされております。 

この趣旨を踏まえまして、丁寧な議論を行っていただきたいと思います。 

 最後に、以上述べてきたとおり、目安額を示す際に、様々な資料やデー

タに基づき公労使で真摯な議論を行ったところでございます。中央最低

賃金審議会及び目安小委員会での議論も参考に、地方最低賃金審議会に

おいても、地域のデータ等の実情に基づき公労使による建設的で真摯な

議論が行われることを切に期待している。中央最低賃金審議会の委員と

して、地方最低賃金審議会の審議の結果に引き続き注目していきたいと

思っております。 

以上、今年度もどうぞよろしくお願いいたします。 
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続きまして、議題（３）の「中央最低賃金審議会の目安答申について」、

事務局から説明をお願いします。 

 

それでは、目安答申について伝達いたします。 

既に、報道等から、ご承知のことと存じますが、今年度の引上げの目

安額につきましては、Ａ・Ｂ・Ｃランクともに 50 円、全国加重平均の引

上げ率に換算しますと 5.0％という結果で取りまとめられております。 

中央最低賃金審議会での審議の経過についてですが、本年６月 25 日に

厚生労働大臣から中央最低賃金審議会会長に目安額の諮問がなされた

後、目安小委員会で目安についての審議が行われております。 

第４回目安小委員会は７月 23 日、14 時から開催され、深夜まで審議が

行われていますが、結論に至らないまま、終了となっています。 

その後、７月 24 日、10 時から第５回目安小委員会で協議が開催され、

同日、小委員会報告が取りまとめられました。 

その後、翌日の 7 月 25 日 15 時から、中央最低賃金審議会へ目安小委

員会報告が提示され、審議の上、中央最低賃金審議会会長から厚生労働

大臣に対して、「令和６年度地域別最低賃金額改定の目安について」答申

がなされました。 

皆様のお手元にお配りしております資料１ページ、資料番号１「令和

６年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」をご覧ください。 

少し長くなりますが、重要な部分ですので答申の内容を読み上げます。 

令和６年６月25日に諮問のあった令和６年度地域別最低賃金額改定の

目安について、下記の通り答申する。 

１ 令和６年度地域別最低賃金額改定の目安については、その金額に

関し意見の一致をみるに至らなかった。 

２ 地方最低賃金審議会における審議に資するため、上記目安に関す

る公益委員見解（別紙１）及び中央最低賃金審議会目安に関する小委員

会報告（別紙２）を地方最低賃金審議会に提示するものとする。 

３ 地方最低賃金審議会の審議の結果を重大な関心をもって見守るこ

ととし、同審議会において、別紙１の２に示されている公益委員の見解

を十分参酌され、自主性を発揮されることを強く期待するものである。 

４ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げできる環境整備の必要

性については労使共通の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循

環」と「賃金と物価の好循環」を実現するためにも、特に地方、中小企

業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図るとともに、官公需に

おける対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保につなげる

取組を継続的に実施するように政府に対し強く要望する。 
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５ 生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助

成金等を受給し、賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上

等への支援や経営支援の一層の強化を求める。特に、事業場内で最も低

い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ場合に支給され

る業務改善助成金については、最低賃金引上げの影響を強く受ける中小

企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう充実するとともに、具

体的事例も活用した周知等の徹底を要望する。加えて、非正規雇用労働

者の処遇改善等を支援するキャリアアップ助成金、働き方改革推進支援

助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上げ」を支援する観点か

ら、賃上げ加算等の充実を強く要望する。 

６ 中小企業・小規模事業者の賃上げ実現に向けて、労働生産性を引

き上げるため、設備投資の促進に資する税制や、省力化投資の補助金等

による支援の強化を要望する。加えて、創業・事業継承やＭ＆Ａの環境

整備の一層の強化に取り組むことが必要である。また、成長市場に進出

しようとする者の事業再構築、新製品開発や新市場の開拓、イノベーショ

ン創出、ＤＸ・ＧＸの取組を促進することを要望する。さらに、中小企

業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用できるよう、周知等を徹底

するとともに運用改善を要望する。 

７ 価格転嫁対策については、新たな商習慣として、サプライチェー

ン全体で適切な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」を実現する

ため、独占禁止法の執行強化、下請Ｇメン等を活用しつつ事業所管省庁

と連携した下請法の執行強化、下請法改正の検討等を行うとともに、「労

務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の周知徹底を要望す

る。また、価格転嫁円滑化の取組についての実態調査が行われ、転嫁率

が低い等の課題がある業界については、自主行動計画の策定や改定、改

善策の検討を求めることを要望する。指針別添の交渉用フォーマットに

ついては、業種の特性に応じた展開・活用を促すことを要望する。さら

には、パートナーシップ構築宣言の更なる拡大と実効性向上に取り組む

とともに、中小企業等協同組合法に基づく団体協約の更なる活用の推進

に向け、活用実態の調査や組合への制度周知に取り組むことを要望する。

さらに、ＢｔｏＣ事業では相対的に価格転嫁率が低いといった課題があ

るため、消費者に対して転嫁に理解を求めていくよう要望する。 

８ いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができるよう、「年収の

壁・支援強化パッケージ」の活用を促進するほか、被用者保険の適用拡

大等の見直しに取り組むことを要望する。加えて、行政機関が民間企業

に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金額改定によって当

該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることがないよ

う、発注時における特段の配慮を要望する。 
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以上、８項目となります。 

続きまして、先ほど読み上げました、地方最低賃金審議会に提示する、

公益委員見解（別紙１）、及び小委員会報告（別紙２）につきまして説明

いたします。 

資料３ページ、別紙１としまして、「令和６年度地域別最低賃金額改定

の目安に関する公益委員見解」が示されております。 

まず、１としまして、「令和６年度地域別最低賃金額改定の引上げ額の

目安」が、ランク別の一覧表に示されており、先ほど申し上げましたが、

Ａ・Ｂ・Ｃランクともに 50 円となっております。 

次に２の（１）において「目安小委員会は、今年度の目安審議に当たっ

て、令和５年全員協議会報告で「最低賃金法第９条第２項の３要素のデー

タに基づき労使で丁寧に議論を積み重ねて目安を導くことが非常に重要

であり、今後の目安審議においても徹底すべきである」と合意されたこ

とを踏まえ、特に地方最低賃金審議会における自主性発揮が確保できる

よう整備充実や取捨選択を行った資料を基にするとともに、「新しい資本

主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 改訂版」及び「経済財政運営

と改革の基本方針 2024 」に配意し、最低賃金法第９条第２項の３要素を

考慮した審議を行ってきた。」と述べたうえで、 

ア 労働者の生計費については、 

消費者物価指数を見ると、「持家の帰属家賃を除く総合」は、令和５年

10 月から令和６年 6月までの期間で見た場合は平均 3.2%で、前年同期の

令和４年 10 月から令和５年６月までの平均 4.3%から引き続き高い水準

となっている。加えて、年間 15 回以上の購入頻度である食パン、鶏卵な

どの生活必需品を含む支出項目である、年間購入頻度階級別指数で見た

「頻繁に購入」する品目についても、令和５年 10 月から令和６年６月ま

での期間で見た場合は 5.4%で、前年同期の令和４年 10 月から令和５年６

月までの平均 4.8%から引き続き高い水準となっている。 

この消費者物価指数と最低賃金の引き上げ率に関しましては、中央最

低賃金審議会において重視された項目になります。 

イ 賃金については、 

春季賃上げ妥結状況における賃金上昇率は連合の集計結果では、全体

で 5.10％、中小でも 4.45%となっており、昨年を上回る 33 年ぶりの高い

水準となっている。経団連による春季労使交渉月例賃金引上げ結果では、

大手企業で 5.58%、中小企業では 3.92%となり、いずれも昨年を上回る水

準である。賃金改定状況調査結果第４表①②における賃金上昇率は、

2.3％であり、最低賃金が時間額のみで表示されるようになった平成 14

年以降最大値であった昨年度の結果（2.1％）を上回っている。継続労働

者に限定した第４表③における賃金上昇率は 2.8%となっており、これも
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昨年の結果（2.5%）を上回った。 

ウ 通常の事業の賃金支払能力については、 

個々の企業の賃金支払能力を指すものではないと解され、これまでの

目安審議においても、業況の厳しい産業や企業の状況のみを見て議論す

るのではなく、各種統計資料を基に議論を行ってきた。 

関連する指標を見ると、法人企業統計における企業利益のうち、経常

利益については、令和４年度は資本金 1,000 万円以上で 11.8%、1,000 万

円未満で 70.7%の増加となっている。また、売上高経常利益率については、

資本金 1,000 万円以上では、四半期ごとで令和５年は６～９％程度で推

移、令和６年の第１四半期は、7.1%となっており、安定して改善の傾向

にある。 

一方で、中小企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保するためにも

一層重要性が増している価格転嫁については、中小企業庁が公表した令

和６年３月の価格交渉促進月間のフォローアップ調査によると、前回令

和５年９月の価格交渉促進月間のフォローアップ調査と比べて、受注企

業のうちコスト増加分を全額価格転嫁できた割合は約３ポイント増加

（16.9％→19.6%）、一部でも価格転嫁できた割合は約４ポイント増加

（63.0％→67.2％）し、転嫁状況は一部で好転する一方、１～３割しか価

格転嫁できなかった割合は約４ポイント増加（19.6％→23.4%）し、また、

全く転嫁できず又は減額された企業も約２割となっており、二極化の兆

しがある。 

賃金改定状況調査の第４表における賃金上昇率は、企業において賃金

支払能力等も勘案して賃金決定がなされた結果であると解釈できるとこ

ろ、春季賃上げ妥結状況の結果と大きな差が生じている要因は、それぞ

れの調査対象企業の規模等が異なるためであると考えられ、また、法人

企業統計における従業員一人当たり付加価値額をみると、一般に資本金

規模が小さい企業ほど労働生産性は低いことからも、企業規模により、

賃上げ原資の程度が異なることに留意する必要がある。 

エ 各ランクの引上げ額の目安については、 

① 労働者の生計費については、消費者物価指数（持家の帰属家賃を

除く総合）は、昨年 10 月から今年６月までで平均 3.2%となるなど、昨年

に引き続き高い水準となっていること、また、生活必需品を含む「頻繁

に購入」する支出項目に係る消費者物価指数も昨年 10 月から今年６月ま

でで平均 5.4%の高い水準であることを考慮し、最低賃金に近い賃金水準

の労働者の購買力を維持するため、最低賃金法に定める労働者の生活の

安定を図る趣旨からも、この水準を勘案することが、今年度は適当と考

えられる。 

② 賃金について、春季賃上げ妥結状況における賃金引上げ結果に関
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して全体で５％台と昨年を上回る33年ぶりに高い水準となっていること

や、中小企業については３％後半から４％台、有期・短時間・契約等労

働者の賃上げ額については５％台後半の引上げでいずれも昨年を上回る

水準となっていることに加え、賃金改定状況調査結果第４表①②におけ

る今年の賃金上昇率が 2.3%で昨年を上回り平成 14 年以降最大のものと

なっている。 

③ 通常の事業の賃金支払能力については、売上高経常利益や従業員

一人当たり付加価値額が高い水準で推移するなど、景気や企業の利益に

おいて改善の傾向にある。しかし、売上高経常利益率の大企業と中小企

業の差が広がっていることや、価格転嫁率が示すように賃上げ原資を確

保することが難しい企業も多く存在し、二極化の傾向にあると考えられ

る。また、第４表と春季賃上げ妥結状況の差からも、小規模事業者は賃

金支払能力が相対的に低い可能性がある。そうした中で、最低賃金は、

企業の経営状況にかかわらず、労働者を雇用する全ての企業に適用され、

それを下回る場合には罰則の対象となることも考慮すれば、引上げ率の

水準には一定の限界があると考えられる。 

とされ、これらを総合的に勘案し、特に今年度は、消費者物価指数の

上昇が続いていることから労働者の生計費を重視した。また、賃上げの

流れの維持・拡大を図り、非正規雇用労働者や中小企業・小規模事業者

にも波及させることや、最低賃金法第１条に規定するとおり、最低賃金

制度の目的は、賃金の低廉な労働者について賃金の最低額を保障し、そ

の労働条件の改善を図り、国民経済の健全な発展に寄与するものである

ことにも留意すると、今年度の各ランクの引上げ額の目安を検討するに

当たっては 5.0%（50 円）を基準として検討することが適当であると考え

られる。その上で、賃金改定状況調査結果第４表①②③における賃金上

昇率はＣランク、Ｂランク、Ａランクの順に高くなっている。さらに、

消費者物価の上昇率は、Ｃランクがやや高めに推移している。雇用情勢

としては、Ｂ・Ｃランクで相対的に良い状況である。 

これらのことを考慮すれば、Ａランク 50 円（4.6％）、Ｂランク 50 円

（5.2％）、Ｃランク 50 円（5.6％）とすることが適当であると考えられる、

とされている。 

また、 

オ 政府に対する要望については、 

「中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、労働生産性を引き

上げるため、設備投資の促進に資する税制や、省力化投資の補助金等に

よる支援の強化を要望する。」 

「いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができるよう、「年収の壁・

支援強化パッケージ」の活用を促進するほか、被用者保険の適用拡大等
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 深浦会長 

 

 

（４）「令和６

年賃金改定

状況調査結

果」等提出

資料につい

て 

 深浦会長 

 

 

 

 

 山本室長 

 

 

の見直しに取り組むことを要望する。」 

など「政府に対する要望」が多く述べられております。 

カ 地方最低賃金審議会への期待等については、 

今年度の目安額は、最低賃金が消費者物価を一定程度上回る水準であ

る必要があることや、賃金上昇率が増加傾向にあること、地域間格差の

是正を引き続き図ること等を特に考慮して検討されたものであることに

も配意いただきたいと考える。 

（２）には、生活保護水準と最低賃金との比較結果について示されてお

ります。 

次に、資料 27 ページ、別紙２「中央最低賃金審議会目安に関する小委

員会報告」をご覧ください。 

この中で、２として「労働者側見解」、３として「使用者側見解」、４

として「意見の不一致」、５として「公益委員見解及びその取扱い」が示

されています。 

以上が、目安答申の概要でございます。 

 

ただ今、中央最低賃金審議会の目安答申等についての伝達がありまし

たが、ご質問等はございませんか。 

 

＜質問等なし＞ 

 

それでは、具体的な金額審議につきましては、専門部会の場において、

議論を深めて参りたいと存じますので、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

本日は、「令和６年度第２回中央最低賃金審議会目安に関する小委員

会」において提出されました「令和６年賃金改定状況調査結果」ほか多

くの資料が提出されていますので、この資料について事務局から説明し

てください。 

 

それでは、資料の説明をいたします。 

資料 41 ページ、資料番号４は７月 10 日に開催された「第２回目安に

関する小委員会」におきまして厚生労働省から提出された「令和６年賃
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金改定状況調査結果」でございます。 

この資料 46 ページ、「第４表①」をご覧ください。 

ここに労働者の 1 時間当たり賃金額について、前年６月と当年６月を

比較した賃金上昇率が出ています。 

表の左上にある「男女計」のＣランクの賃金上昇率を見ますと、令和

５年の 2.1％に対して令和６年は 2.7％となっております。 

資料 53 ページ、資料番号５ご覧ください。生活保護と最低賃金の比較

についてです。54 ページ目をご覧ください。生活保護水準と最低賃金額

との関係を示したグラフで、ともに令和４年度のデータに基づくものに

なります。波線の三角は生活保護水準、実線でひし形のものは最低賃金

額を示しています。全ての都道府県において最低賃金が生活保護水準を

上回っています。 

続いて 55 ページ目ですが、こちらは 54 ページの最低賃金のグラフを

令和５年度のものに更新したものになります。こちらも同様に、全ての

都道府県において最低賃金が生活保護水準を上回っています。 

資料 57 ページ、資料番号６をご覧ください。 

こちらは、「地域別最低賃金額、未満率及び影響率」の関係資料です。 

表のＣランクを見ていただきますと、一番右、令和５年度の未満率は

2.1％、影響率は 20.1％となっております。 

58 ページのグラフは、都道府県ごとの未満率、影響率が示された折れ

線グラフになっております。 

59 ページのグラフは、「賃金構造基本統計調査特別集計」に基づき事業

所規模５人以上の民営事業所を対象にしたものとなっており、全国加重

平均の未満率は 2.4％、同じく全国加重平均の影響率は 8.1％となってい

ます。 

資料 61 ページ、資料番号７は、「賃金分布に関する資料」でＣランク

のみを抜粋したものになります。 

資料 75 ページ、資料番号８は、「最新の経済指標の動向」、    

資料 125 ページ、資料番号９は、「中央最低賃金審議会委員からの追加

要望資料」、 

資料 155 ページ、資料番号 10 は「足下の経済状況等に関する補足資料

（更新部分のみ抜粋）」で、第１回目安に関する小委員会において提出さ

れた資料ですが、更新部分のみ抜粋して再提出されております。 

資料 165 ページ、資料番号 11 は「主要統計資料」。同様に第１回目安

に関する小委員会において提出された資料ですが、更新部分のみ抜粋し

て再提出されております。 

資料 187 ページ、資料番号 12 は中央最低賃金審議会労側委員より提出

されました資料になります。 
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 深浦会長 

 

（５）参考人

意見聴取に

ついて 

 深浦会長 

以上資料４～12 は、中央最低賃金審議会の第２回目安小委員会での資

料となっております。 

資料 237 ページから 241 ページ、資料番号 13 から資料番号 14 は、中

央最低賃金審議会の第３回目安小委員会での資料となっており更新部分

のみの抜粋でございます。 

同じく資料 245 ページから 257 ページ、資料番号 15 から資料番号 17

についても、中央最低賃金審議会委員からの追加要望資料及び中央最低

賃金審議会の第４回目安小委員会での資料なっており更新部分のみの抜

粋でございます。 

同じく資料 261 ページから 263 ページ、資料番号 18 から資料番号 19

についても、中央最低賃金審議会委員からの追加要望資料及び中央最低

賃金審議会の第５回目安小委員会での資料なっており更新部分のみの抜

粋でございます。 

資料 265 ページ、資料番号 20 は、令和６年７月 24 日付け、日本銀行

長崎支店の「長崎県の金融経済概況（2024 年 7 月）」、  

資料 277 ページ、資料番号 21 は、令和６年７月１日付け、日本銀行長

崎支店の「短観」、 

資料 287 ページ、資料番号 22 は、長崎県県民生活環境部統計課の「長

崎県の賃金・雇用の動き（令和６年５月分）」、 

資料 309 ページ、資料番号 23 は、当局職業安定部が発表しております

「長崎県の雇用失業情勢（令和６年６月）」 

資料 319 ページ、資料番号 24 は、人事院が公表しています 2023 年４

月における全国及び九州の世帯人員数別標準生計費から作成した長崎市

と全国及び主要都市とを世帯人員別に比較した標準生計費のグラフでご

ざいます。 

資料は以上でございます。 

 

はい。これは大変多くの資料になっておりますが、ただ今の事務局か

らの資料説明について、何かご意見、ご質問等はございませんか。 

 

＜質問等なし＞ 

 

それでは本日の資料もまた、今後の審議においてご活用ください。 

 

 

 

 

それでは次の議題に入ります。 
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 佐田参考人 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最初の議題は、「（５）参考人意見聴取について」でございます。 

意見聴取の手順について、事務局から説明をお願いします。 

 

「参考人意見聴取」につきまして、説明させていただきます。 

資料の最終ページに「参考人意見聴取一覧表」がございますので、ご

覧ください。 

本日は、郵政産業労働者ユニオン長崎中央郵便局支部執行委員、佐田

剛様、日本民主青年同盟長崎県委員会委員長、筒井涼介様、長崎県労働

組合総連合事務局長、鳥巣雄樹様を参考人としてお招きしまして、長崎

県最低賃金に関するご意見をいただく予定にしております。 

意見聴取にかかる所要時間は、１人 20 分程度を予定しております。最

初の 10 分程度で意見を述べていただき、その後、10 分程度、委員の皆様

との質疑応答という形で進めさせていただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

ただ今、事務局から説明がありましたように、時間の制約もございま

すので、円滑な進行について、ご協力をお願いいたします。 

それでは、最初の参考人を案内してください。佐田様、ですね。 

 

＜事務局が参考人を案内する＞ 

＜参考人着席＞ 

 

それでは、郵政産業労働者ユニオン長崎中央郵便局支部の佐田様、よ

ろしくお願いいたします。 

 

私は、長崎中央郵便局で時給制の非正規社員として働く佐田と申しま

す。郵政ユニオン九州地方本部長崎中央郵便局支部で非正規問題担当の

執行委員をしています。 

私達郵政ユニオンは、長崎で働く労働者の組合です。上部機関は全労

連と全労協で、ＪＰ労組と同じく日本郵政グループ各社と交渉を行う組

合です。本日は、長崎県の最低賃金を審議される委員の方々に、誰でも 1

日働けば金銭の心配をしなくても生活できるくらいに最低賃金を引き上

げること、そして早期に、全国どこで働いても同一賃金同一労働の実現

を働きかけていただきたいと思い、意見陳述にやってまいりました。 

まず、私が働く長崎中央郵便局について紹介します。長崎中央郵便局

には 850 地域の配達エリアを受け持つ集配部と郵便部、郵便窓口があり

ます。また、局舎には、かんぽ生命、ゆうちょ銀行の長崎店が併設され

ています。長崎中央郵便局で働く社員は外務と内務があります。外務は
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配達や集荷、内務は郵便やゆうパックの区分や差立（発送準備）、郵便窓

口、総務部などです。社員数は長崎中央郵便局全体で約 400 名、そのう

ち約半数が非正規社員です。 

私達の働く日本郵政グループ各社は、郵政の非正規雇用の多くを占め

る時給制契約社員の基本給を地域別最低賃金に連動させています。そし

て、毎年春闘時の賃金交渉では、時給制契約社員は毎年の最低賃金改定

によって引き上げられているとして、会社は、時給アップを行わない、

ゼロ回答続けています。このため最低賃金の改定は、時給で働く社員に

とって大きな意味があります。 

長崎県の郵政で働く時給制契約社員の基本給は、最低賃金 898 円にプ

ラス 20 円で 920 円です。個人別には評価による 6段階の資格給が加算さ

れますが、資格給がないとなると、８時間雇用で月収約 16 万円しかあり

ません。郵便内務などでは、８時間ではなく、7時間での雇用形態があり、

その場合だと月収約 14 万円にしかなりません。また、資格給は、最高ラ

ンクに達すると、それ以上の資格給が上がりません。最高ランクの社員

でも、正社員の半分ほどの年収にしかなりません。長期に雇用されてい

る社員は最高ランクの社員が多く、最低賃金が上がらないと賃上げが続

かない状況が続きます。また、その資格給は、半年に一度のスキル評価

で資格給の金額が決定し、例えば、郵便物の誤配達などを発生させると、

場合によっては資格給が下がることもあります。時給制契約社員に関し

ては、最低賃金の改定が生活に大きく影響します。 

経団連が発表した 2024 年春季労働交渉の第一次集計によると、大手企

業の定期昇給とベースアップをあわせた賃上げ率は 5.58%、平均賃上げ額

は 19,480 円となっていて、賃上げ率は 1991 年以来、33 年ぶりの高水準

で引上額は現行の集計方法に移行した1976年以来で最も高くなっていま

す。しかし、中小企業は 3.62%にとどまっています。一方、今年 7月 8

日に厚生労働省から発表された毎月勤労統計調査の 5月の速報値では、

物価を反映した実質賃金は 26 か月連続のマイナスとなり、依然として物

価の上昇に賃金の伸びが追いついていない状況が明らかにされました。

賃上げ率は過去最高と報道されていますが、それは一部の大企業、それ

も、正社員だけの話で、日本の労働者の大半を占める中小企業の社員や、

時給制で働く非正規労働者の賃上げが行われていません。そのため、全

体の実質賃金がプラスに転じないのだと考えられます。時給制で働く非

正規労働者は、全体の 4割を占めると言われています。正規労働者だけ

が労働者ではありません。さて、昨年度の改定では、長崎県は、過去最

高の 45 円の引き上げとなりました。22 年度は 32 円、21 年度は 28 円の

引き上げで、3年連続過去最高の引き上げとなりました。しかし、光熱費

や生活費、食料品をはじめとした物価上昇は最賃の引き上げ額を大きく
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上回っています。郵政ユニオンが加盟する長崎県労連が行った最低生計

費調査では、長崎県で普通に生活するためには、月額では単身男性が

252,099 円、単身女性では 254,263 円。前回の 2019 年の調査結果から、

男性が約 27,000 円、女性が約 25,000 円上昇しています。 

物価高や増税の影響などを加味すれば、必要な生活費は 25 万円程度に

なります。労働時間を１か月 150 時間と換算すると、時給 1,700 円程度

の給与がなければ、安心して暮らせないということです。長崎県の最低

賃金は上がったとはいえ、全国では下から 4番目で 898 円です。中央最

低賃金審議会で示された目安の 50 円上がったとしても 948 円、月に 150

時間働いても 14 万円。前述の最低生計費からは 10 万円も足りません。   

最低賃金が毎年 100 円以上上がったとしても、最低賃金程度で働く多

くの労働者の暮らしは楽になりません。４年連続過去最大額の引き上げ

はもちろんですが、昨年の地方審議会の加算額 6円を大きく上回る加算

額 13 円の引き上げを求めます。なぜ私たちが 13 円の加算額を求めるか

を説明します。 

先ほども少し触れましたが、日本郵政グループは、時給制で働く社員

の給与は各地方の最低賃金の 10 円未満の端数を切り上げて 20 円を加え

た額を郵政グループ内で働く非正規社員の最低賃金としてこれを郵政最

賃と呼んでいます。今の長崎県の最低賃金は 898 円なので、端数の 8円

を切り上げた 900 円に 20 円加算するので、長崎県内の郵便局で働く社員

の郵政最賃は 920 円になります。今回目安どおり 50 円の引き上げだと、

長崎県の最低賃金は 948 円になり、郵政最賃は 970 円です。しかしあと

13 円独自に長崎県が上乗せしたら、長崎県の最低賃金は 961 円になり、

郵政最賃は 990 円になります。13 円の上乗せで時給が 20 円上がることに

なります。時給 20 円は月 150 時間働いた場合、月 7,500 円ですが、長崎

県が 13 円上乗せしたら郵政最賃は 20 円上がるので、目安の 50 円と合わ

せて 70 円上がることになります。70 円は、月に 10,500 円です。月に一

万円以上給与が上がることになります。月に 10,500 円上がれば、今の生

活は少し改善されます。これは、すごくインパクトがあることだと思い

ます。ぜひともあと 13 円以上の上乗せを求めます。 

私たち郵政ユニオンは、非正規社員の給与を少しでも改善しようと運

動を続けています。今季の春闘においても非正規雇用の賃金引き上げを

郵政グループ各社に繰り返し要求しましたが、昨年の最賃改定で時給は

引き上げられているとして、非正規雇用の賃上げを拒否されました。春

闘では正社員の給与だけが上がり、非正規雇用の給与は上がりません。

この最低賃金のままでは、生活も苦しくなるだけです。 

さらに追い打ちをかけるように、物価は一昨年より去年が、去年より

今年が、と、毎年のように上がっています。それも政府が言うような 2%
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なんて、なまやさしいものではありません。毎日の食料品や電気、ガス

などの光熱費は、10%は上がっているでしょう。私は 1人暮らしで、基本

自炊です。食材や惣菜の買い出しに行きますが、本当に値上がりが激し

く、泣けそうになりそうなこともしばしばです。一円でも安いところを

探し、スーパーを回りますが、安い物が手に入らなかった時の喪失感は

こたえます。ですから休みの日は 1日 1食にしたり、暑い夏の日でも冬

の寒い日でもエアコンをなるべくつけないなどの生活を強いられます。 

 先に述べた最低生計費調査で明らかになった、月 25 万円、時給にして

1,700 円、この時給があれば、安い物を探してスーパーを回らなくても、

電気代のことを考えずにエアコンが使えるでしょう。日本国憲法第 25 条

でうたわれる、文化的な最低限度の生活を営むためにも、長崎県におけ

る最低賃金の大幅引き上げに応えてください。 

2023 年度の地域別最低賃金の地域間格差は 220 円です。総務省が公表

した 2023 年度の日本人の人口移動報告では、長崎市は転出者数が転入者

数を上回る転出超過が 2,348 人で、全国の市町村別ではワースト３位に

なっています。前年より 64 人も増えており、20 代前半の働き盛りの若者

が 1番多いそうです。なぜこんなに若い人が長崎から転出するのでしょ

うか。最低賃金も大きく関係していると思います。最低賃金を見ても、

長崎のランキングは 47 都道府県の中で 37 位と、下から数えた方が早い

くらいです。 

賃金は安く、家賃や水道代は高い。近くの県に引っ越せば、今より家

賃も安ければ、利便性も良く、時給もいい。これでは若い人が転出した

くなるのも分かると思います。 

また、最低賃金に近い時給で働いている割合もここ 10 年ほどで約２倍

となっており、生活が不安定な非正規雇用もそれだけ増えています。 

この都市と地方間の格差は賃金だけではなく、人口問題や環境問題にも

あります。 

昨年、目安額を上回る改定が多くの地方でありましたが、地方での危

機感の表れ、格差拡大では地域がもたないという悲鳴です。 

私達の郵便局では全国で同じ仕事内容ですが、1つ橋を渡れば、電車で

1つ先の駅に行けば、基本給が違うことが現実にあります。そのため、低

い時給の郵便局には、募集しても人が来ない、と人手不足に拍車をかけ

ています。全労連が全国 27 都道府県で取り組んできた最低生計費試算調

査によると、必要な生活費は時間額で 1,500 円以上、直近の調査では

1,700 円以上との結果が出ています。 

長崎でも同様の調査結果が出ていて、全国どこでも最低生計費に大き

な差はないと考えます。最低生活費と最低賃金の地域比較では、東京を

100 指数とすると、沖縄では最低生活費 97.4 指数、最低賃金 80.5 指数と
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 佐田参考人 
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 深浦会長 

 

 

 

 

 

  

なり、全く最低生活費に見合わない最低賃金と言わざるを得ません。 

早急に物価高に見合った賃上げをするには、全国どこで働いても最低賃

金を一律に引き上げる必要があります。 

長崎地方最低賃金審議会は、地域間格差をなくすべく、今年の審議に

おいて最低賃金格差の大幅な縮小を求めます。以上です。 

 

ありがとうございました。 

委員のみなさま、ただいまのご意見に関しまして、ご質問がありまし

たらお願いいたします。 

 

労働者代表委員の岩永です。 

１点だけ教えてください。私も郵政の職場を離れてからだいぶ経つも

のですから、だいぶ忘れておりまして。 

 郵政最賃は、先ほどおっしゃった、920 円で仕事をされてる方っていう

のはどのくらいいらっしゃるんですか。県内で構いませんが、教えてい

ただければと思います。分かる範囲で構いません。 

 

正社員と非正規の割合が半々なので、全体の人数の半数かと思います。 

 

6 段階のうち、いわゆる 1番最低のＣなし（スキル評価の最低ランク）

で働いている方っていうのは、今はどれくらいいらっしゃいますか。 

 

その時の状況とかによっても違うので、はっきりとは今答えられない

と思います。採用されても、辞めていく方も結構おられるので、採用人

数などをお示しするのは難しいです。私は外務なんですが、今の時期、

暑いじゃないですか。だから来て 1日目で辞めたりとか、入れ替わりが

すごく激しいところなので、一概に今何人かっていうのは分からないで

すね。 

 

分かりました。ありがとうございました。 

 

使側委員の方は、何かありますか。公益委員の方もよろしいですか。

特にないようですね。 

参考人の方には細かく説明していただきましたので、良く理解できた

かと思います。 

それでは、質疑はほかにないようですので、佐田様からの意見聴取に

つきましては、これで終了させていただきます。 

佐田様、お忙しい中、誠にありがとうございました。 
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 ＜佐田参考人退席＞ 

 

次の意見聴取の筒井様、よろしくお願いします。 

 

＜事務局が筒井参考人を案内＞ 

＜筒井参考人着席＞ 

 

それでは、日本民主青年同盟長崎県委員会筒井様、よろしくお願いい

たします。 

 

ご紹介いただきありがとうございます。全国的な青年組織の日本民主

青年同盟という団体から参りました筒井と申します。私は長崎県の代表

をしております。 

私達の団体では、全国の学生ですとか 15 歳から 30 歳までの高校生か

ら働いている社会人の人までがメンバーになって、最低賃金を引き上げ

て欲しいですとか、学生もいるので、学費の値下げの活動とかそういう

幅広い活動を行っています。 

そういった活動の中で、たくさん若い世代の声を聞いてきました。そ

の声を例えばインターネットで調査を行ってその中で声を聞いたりです

とか、街頭に立って直接若い人から直接話を聞いたりとかそういった活

動を行って来てる中で、やっぱり最低賃金の問題への関心が強いという

ことを実感しています。 

まずインターネットの調査では、今年 5月から新しい生活実態を調べ

る調査を現在進行形で行っているんですけども、その項目の中で、長崎

の最低賃金、今は 898 円ですけども、その状景についてどう思うかって

いうふうなことを調査したところ、現在集まっている回答数はちょっと

少ないんですが、36 名中 35 名が長崎県の最低賃金は低いと回答してい

ました。 

また、街頭での意識調査などでは、昨年審議会が行われいてたと思う

んですけど、昨年から数えて最低でも 100 人ほどの若者と対話をしてき

たんですが、そのうち 100 人のうちの 3分の２くらいは最低賃金に問題

に関心を寄せていて、詳しく聞いてみると、長崎県の最低賃金は低い、

と。 

他県に比べると家賃ですとか物価も高いし、そういう中で生活を維持

していくのは大変っていう声が実際に何人かも寄せられました。こう

いった形で長崎の若者達は生活の中で苦労しています。そういった中で

長崎の最低賃金、全国的に見ても低い状況で、このままでは暮らしてい
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けないという声をたくさん聞いてきました。 

次からはちょっと具体的なそれぞれの分野のところで聞いてきた声を

ご紹介したいと思います。 

まず、大学生ですとか専門学校の学生世代ですね。私達の活動の一貫

で学生向けに無料で食料などを配布して生活を助けるという活動を行っ

ているんですけども、そこに毎回平均して 30 人くらいの学生さんが参加

してくれます。参加してくれる学生の多くから、物価上昇で節約しなが

ら生活をしていると。特に学費の負担も多いので、自分の両親の稼ぎだ

けでは学費は賄えないから奨学金を借りたりとかアルバイトをしながら

でないと大学に通えないと、そういう声が多く寄せられます。 

その中で、やっぱり長崎のアルバイトは時給が低すぎて、どうしても

生活をしていくためにはアルバイトをしなければならないけれど、時給

が低いとなると、どうしても他の稼いだ分、どこかで切り詰めなくては

いけないんです、っていうことを学生の方が言っておりました。 

次に、学校を卒業して働き出している労働者の世代においては、卒業

はしても正社員につけずに働いている方々が最低賃金が低いという状況

で、どうしても、ある程度の生活を維持していくためにダブルワークを

やっている人も多いと思います。そういった、正社員になれなくてダブ

ルワークしながらお金を稼がないといけないということで、一定の最低

賃金がないからどうしてもそういう１つの会社だけではやっていけない

から、そういった形でダブルワークをして、どうにか稼ぎをみつけてい

るという青年の話もありました。 

また、正社員であっても、実際に長崎で生活していく中で費用と給与

が見合っていなくて、そういった中でどうしても生活を切り詰めなくて

はいけないという状況が、聞いてきた声にありました。 

やはり、そういった結果、長崎県内で働くっていうところに希望が持

てずに、他の県に移って、他県のほうが最低賃金が高いから、もうそっ

ちでやっていくしかないってことで、他県に出て行ってしまう人も多い

のだと思います。 

実際に私の友人知人も複数名、県外に出て行ってしまった人もいます

し、実際に調査とかで見えてきた、回答された声ですとか、街頭で喋っ

た青年からも同様の意見が寄せられました。 

続きまして、子育て世代のところですね。実際に寄せられた声の中で、

4人のお子さんを育てている 29 歳の人からは、従事している警備会社で

昼・夜ずっと働き続けて、心身ともに疲弊しながらお金を稼いでいると

いう話を聞きました。ただ、そうしないと、子供 4人を育てる費用が賄

えないと、そういったことがあるから、どうしても昼・夜ずっと働き続

けないといけないけど、それでは体も待たないし、どうにかこういう状
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況を何とかして欲しいという強い思いが寄せられました。 

また、別の子育て世代からは、お金がかかるからどうしても働きたい

けど、子育てに合った求人が少なくて、求人があったとしても、そういっ

たところで時給が低いから、生活していくのが大変ということで、やは

り県全体で最低賃金が上がることで子育て世代も助かるんじゃないか、

という意見を言っている人もいました。 

これまでは働いている人達からの意見を紹介しましたけれども、一方

で、働いている方だけではなくて、経営されている側もとても大変だと

思います。中小企業も、物価上昇でギリギリの経営状況の中、経営をさ

れているという方もいらっしゃると思います。 

また、若者世代で言えば、やっぱりこう、起業をして、自分の力でや

りたい事業とかの経営をしていくっていう方も何人か長崎県内でもいる

と思うんですが、そういった方々を長崎県でもスタートアップを支援す

るっていう形で支援をされてたりとか、そういったことも行われていま

すけども、そういったところの中で、若手の起業家の方とかも、人を雇

う時とかに最低賃金引き上げが求められているけども、企業側のそう

いった経営状況を考えるとなかなか最低賃金の引き上げに見合う給料を

あげるっていうのはなかなかしんどいですっていうふうな声があったり

ですとか、あとは、価格転嫁をしやすくして欲しいっていう風な意見も

若手の起業家の方からも話を聞きました。 

やはりそういった、企業経営される側からも、賃金を引き上げる環境

整備というのも求められていると思いますので、今日は資料にもいくつ

か紹介されていましたけれども、価格転嫁の推進ですとか、様々な補助

金とか、そういった対策を多くしていきながら、最低賃金が引き上げら

れる環境を作っていくことも大切だと思います。 

これまで若者の世代からの声を紹介しましたけども、まあやっぱり、

どれもどの声からも共通して言えるのは、長崎で暮らしていきたいけど

も、今の最低賃金の状況ですとか、経済的な問題で長崎県で暮らしてい

くっていうのは正直しんどいし、どうしても長崎県を離れて他の県で暮

らしていく方が生活が安定するっていうことで移ってしまう人がいたり

とか、そもそも長崎県で暮らしていくっていうところに絶望をしている

若い世代が多いなというふうに思います。それがやはり著しい人口流出

を生んでいる要因の一因ではないかなと思います。 

長崎で暮らす若者達が夢と希望を持って働いたり、会社を経営したり

して、長崎をより良く発展されることが将来の豊かな長崎県を作ってい

く上での必要不可欠なことだと思います。そのためにも産学官や市民を

含めた全体で最低賃金引き上げを実現していく必要が改めて思います。

審議会委員のみなさまにおかれましても、それぞれの専門分野の視点で
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 深浦会長 

 

 

最低賃金の引き上げを議論されていると思いますけども、県内の若者か

ら寄せられた声を受け止めていただき、長崎の若者が夢と希望を持って

いけるような最低賃金の引き上げの実現を進めて欲しいと願っておりま

す。その強い思いを申しあげて、私からの意見陳述としたいと思います。

ありがとうございました。 

 

はい。ありがとうございました。それでは委員のみなさま、いかがで

しょうか。三浦委員、どうぞ。 

 

 はい。意見書を見ますと、目指すべきところは 1,500 円なのかなと思

うんですけれども、今回引き上げた目安額が 50 円っていうふうにおっ

しゃっていましたが、それに対しての所属されてる方の意見や感想など

がありましたら教えてくださればと考えます。 

 

はい。ありがとうございます。この 50 円の引き上げの答申のところで

すけども、過去の実績からも見て、大幅な引き上げっていうのは喜ばれ

ている声があります。ただ一方で、やはり 50 円上がったとしても実際の

実感としてはまだまだ足りないから、引き続き 1,500 円っていうところ

を目指して引き上げを早く実現して欲しいっていう声も併せてありまし

た。 

 

はい。ありがとうございました。 

  

ほか、いかがですか。はい。それでは他にないようですので、筒井様

からの意見につきましては、これで終了とさせていただきます。筒井様、

お忙しい中ありがとうございました。 

 

＜筒井参考人退席＞ 

 

はい。それでは、最後になりますけれども、事務局は次の参考人のご

案内をお願いします。 

 

＜事務局が参考人を案内＞ 

＜鳥巣参考人着席＞ 

 

それでは、長崎県労働組合総連合事務局長の鳥巣様、よろしくお願い

いたします。 
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はい。ご紹介いただきました、長崎県労働組合総連合事務局の鳥巣と

申します。本日は、意見陳述の場を設けていただきまして、ありがとう

ございます。 

長崎県最低賃金の改正に向けてご審議をいただくにあたり、提出してお

ります意見書、資料集で見ますと 325 ページになるかと思いますが、そ

の項目のうち 1番目と 2番目の項目を補足する形でですね、長崎県労連

としては意見を述べさせていただきたいと思います。 

まず 1番目の項目に関してなんですが、健康で文化的な最低限度の生

活が営める最低賃金とするために大幅な引き上げとすることを求めたい

と思います。先ほどからも出ておりますが、憲法 25 条です。全ての国民

が健康で文化的な最低限度の生活を営む権利があるということを憲法で

規定しております。しかし、非正規労働者が増え続け、また、急激な物

価高の中で実質賃金が長期にわたり下り続けているという現状にあって

は、最低賃金の審議にあたりその憲法の規定を改めて確認しておく必要

があるのかなというふうに考えます。   

そこで私、この場で何回か意見陳述させていただいていますが、以前

お話をした内容をもう一度紹介したい部分がありますので、お話したい

と思います。  

この、健康で文化的な最低限度の生活というこの文を分解しますと、

健康な生活、文化的な生活、最低限度の生活という３つの視点が盛り込

まれているかなというふうに思います。 

このうち、健康な生活、文化的な生活につきまして、インドの経済学

者でアマルティア•センという方がいらっしゃいますが、その方の著書

「不平等の再検討」の中でこういうことが書いてあります。人が生活す

るのに最初に必要な機能、すなわち生活の質について、適切な栄養を得

ているか、健康状態にあるか、避けられる病気にかかっていないか、早

死にしていないか、雨露をしのぐことができているか、などといった基

本的なものから、読み書きができるか、移動することができるか、自尊

心を保っていられるか、社会生活に参加しているか、幸福であるか、な

どの複雑なものまで多岐に渡るというふうに述べられています。 

適切な栄養、健康、雨露をしのぐなどは、基本的な健康生命が維持で

きる絶対的貧困に陥らないことでありまして、読み書き、移動、社会的

生活への参加、幸福などは、社会文化的な生活の質を確保する、社会変

化に応じた相対的貧困に陥らないことに該当します。また、最低限の生

活については、最低ではなく最低限ですので、ミニマム（最低限度）と

いうことですね。つまり、どん底の水準を求めるのではなく、人間らし

く暮らせる、つまり普通の暮らしの中で許容される最低水準を求めてい

るという視点が重要であるというふうに思います。  



  第２回長崎地方最低賃金審議会議事録(令和６年８月１日) 13：25～15：55 

本審 2 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

では、健康で文化的な最低限度の生活を営むために生活費は一体いく

ら必要なのか、につきまして、先ほどちょっと紹介していただきました

が、2019 年に最低生計費試算調査というのを私どもで行いました。それ

のアップデート版を作成しましたので、お配りしている資料に基づいて

説明したいと思います。  

今回は、2019 年に使用しました、長崎県で労働者が普通に暮らすため

に必要な費用というのを多目的データに基づいて明らかにしたという最

低生計費試算調査につきまして、その分の物価が高騰とか、コロナ禍を

経たライフスタイルを変化に対応するためにアップデート作業というの

を行いました。前回は、長崎県労連に加入しております各組合の労働者

を対象に、生活のパターンを調べる生活実態調査、それと、持ち物をど

れくらい所有しているか調べる持ち物財調査というのを実施しまして、

その結果を精査し、生活に必要な費用を１つ１つ丁寧に積み上げるとい

うマーケットバスケット方式によりまして、人間らしく暮らすために最

低限必要な費用というものを算出しました。この時は全体で 1478 名分の

データを回収して、そのうち 10 代から 30 代の実際一人暮らしをされて

いる 141 人のデータを分析したというものでありました。今回はこの

2019 年 141 人分データの分析結果に対しまして、2019 年から今年 5月に

かけての物価変動を総務省統計局公表の消費者物価指数を用いて分析を

して、係数を各品目に乗じて算定を行いました。併せて、ライフスタイ

ルの変化の部分につきましては、若年単身者を対象としてアンケートを

再度行いまして、例えばサブスクリプション費用の増加とか、結婚式費

用の減少とか、そういう積み上げ項目なんですね。一部変更も行ってい

ます。結論から先にお話しますと、2019 年時点は先ほど申し上げた部分

もですが、男性の場合月額 224,792 円、女性は月額 229,362 円、税•社会

保険料込みになっています。これが必要となっていたものが今回 8.9%上

昇しまして、男性で月額 252,099 円、女性で月額 254,263 円という結果

になっています。 

その内容なんですけども、資料 329 ページ以降に記載をしております

が、まず家賃については、長崎市の 25 平米の 1K のマンションに住むと

いう設定で、前回 39,000 円だったんですが、7.7%増の 42,000 円になっ

ております。そして通勤は路面電車を利用ということにしておりますの

で、3ヶ月定期を月換算にしたところ、前回は 4,800 円だったんですが、

運賃値上げに伴いまして 5,180 円に上がっております。 

1 か月の食費ですね。これが結構増えてまして、前回は男性が約 4万、

女性約 32,000 円だったんですが、23.7%増えまして、男性が約 49,000 円、

女性が約 40,000 円という結果になっております。ちなみに、男女とも昼

食はコンビニで弁当を買うという前提にしているんですが、これが、2019
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年は 450 円としていたのが、やはりそれでは足りないということで 550

円にしました。 

そして飲み会に行くということもたまにはあるわけですが、その費用

も、2019 年当時は 3,000 円で良かったのが、今は 4,000 円は出さないと

飲めないだろうということで、それぞれ引き上げをしております。 

今回、定額制コンテンツ、サブスクリプションですけども、これを新

たに項目として追加をしております。コロナ禍以降、映像とか音楽など

コンテンツの配信サービスを多くの若者が利用しているということであ

りますので、月額 2,500 円を計上しております。 

そして書籍品についてもデジタル版を見るということもありますの

で、紙も電子も込みで月額 500 円を計上しております。 

一方で、コロナ禍以降、結婚式の参加が減少しているということを考

慮しまして、この分は冠婚葬祭費を減額しております。あと、通信費に

ついても携帯電話の月額料金がかなり安くなっているということもあっ

て、通信費を減額しております。以上です。 

そういう結果から得られた月額約 25 万円、男女ともにですが、それを

賃金収入で得ようとしますと、資料 332 ページのとおり、月 173.8 時間

労働の場合は時給換算で男性が 1,451 円、女性が 1,463 円です。しかし、

これは盆も正月もなく働くという設定ですので、ワークライフバランス

に考慮した労働時間、月 150 時間というように換算してみますと、男性

の場合 1,681 円、女性が 1,695 円となりました。長崎県でも、最低賃金

は少なくとも時給 1,500 円、現実的には 1,700 円くらいはないと普通に

暮らすことはできないという結論に至ったというところであります。現

在の長崎の最低賃金時間額 898 円には到底これに届かないというところ

であります。先ほどですね、目安額 50 円ということで伝達がありました

けれども、私達の試算結果から見ますと、50 円という数字はゼロが１つ

足りないというか、私達の中で言っているんですが、そういう数字だと

いうことになります。以上が最低生計費試算調査のアップデート版の概

要になります。 

次に、意見書の項目 2番目、地域間格差の是正についてですが、今言

いました目安額につきましては、全ランクとも同額ということになって

いますが、目安額どおりの引き上げだと、地域間の最低賃金の差額が現

在と変わらないということになってしまうかなというふうに思います。

大都市と長崎との賃金格差を縮めて、長崎から都会への人口流出にブ

レーキをかけるという意味からも、今年の最低賃金審議会は目安額をど

れだけ積み上げることができるか、ということが今までになく注目され

ていると思います。私達長崎県労連も、重大な関心を持って見守りたい

というふうに思っております。今回は資料を添付していないんですが、
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先ほどの最低生計費試算調査は、全労連さんから各地方組織で取り組ん

でおりまして、地域でですね、差はあまりないという結果が出ておりま

す。 

2010 何年代から取り組んでおりますけれども、早く取り組んだところ

は私達みたいにアップデート作業をやっておりまして、アップデート作

業をやったところ、そして 2010 年代以降に取り組んだところは、共通し

て、月 150 時間労働とした場合は時給 1,700 円程度が必要と、どこの県

でも出ている結論になっておりますので、長崎としてそれが実際のとこ

ろどうだろうという思いが今回のアップデート作業のきっかけでありま

したが、同じような結果が出たということになっております。自分達で

行った、こういう調査結果から、全国一律最低賃金制度が必要であると

いうことに益々確信を得ているわけですが、法改正が必要な話ですので、

その件については全労連と一緒になって政府や国会に対して法改正を求

めるぞということを強めているところであります。 

しかし、先ほどから出ております長崎から都会への人口流出が止まら

ないという今の状況にありましては、法改正を待たずに最低賃金の地域

間格差を早急に縮めていく必要があるというふうに考えます。年額で 40

万円以上にもなる最低賃金の地域間格差を縮めて人口流出を止めさせる

という強いメッセージになるような思い切った引き上げを行っていただ

きますように、委員のみなさまにはぜひお願いしたいと思います。 

以上で、私の意見陳述を終わりたいと思います。ありがとうございま

した。 

  

はい。ありがとうございました。 

それでは、各委員から質問をさせていただきます。委員の皆様方、陳

述いただきました内容につきまして、何か質問等はございませんか。 

使側いかがですか。ありませんか。労側いかがですか。 

 

労側委員の種村です。あまり深い意味はございませんが、意見書のほ

うには「専門部会を含めた全ての審議を公開してください」ということ

が記載されていますが、先ほどの意見陳述でその話がなかったので、お

伺いしますが、昨年は公開をした、ということであります。一部という

ことにはなりますが。 

その結果、何か、心象があれば、お聞きしたいなと思います。 

 

はい。あのですね。まあ、そうですね。 

昨年から一部公開していただいたということで、一歩、中のほうに入っ

て見させていただけるようになってとても良かったと思うんですが、三
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者同席の場ということで、どうしても、去年、私の個人的な感想にもな

るんですが、一番聞きたいなというところは二者のところでお話します

からということでおっしゃってですね、結局どういう流れか分からない

なと思っているところで二者協議に入って、私達は控室でずっと長時間

待つという流れがあったので、もうちょっとですね、こう、もう一歩深

いところまで話が聞けると流れが見えてくるのかなと、ちょっと印象を

持ちました。というところになります。 

 

私は労側委員なので、基本的には労働者の意を汲んで審議をさせてい

ただいておりますし、二者のところというのはある意味、使用者と公益

のところの話はそういう意味では全てをこちらも知っているわけではあ

りませんので、なかなか公開するのは難しいと思いますので、そういう

ことでご理解いただければと思います。 

 

その他、いかがですか。 

 

公益委員の岡田と言います。 

2 点お尋ねします。参考人の方がおっしゃっていることは分かります。

人口流出に対して、最低賃金の引上げが必要だろうということは、まさ

しくそのとおりだなと思うんですけども、先ほどの話では、経営者の方

に対して経営も大変だろうということから、いろいろと支援が必要だろ

うという意見がありましたが、そういったことについて何をお考えなの

かというのが一つです。そこについて多々あげるっていうのは、かなり

厳しい状況なので、そこをどうお考えなのか教えていただきたいのが一

つです。 

それから、いわゆる年収の壁がありますけれども、130 万円の壁とかで

すね。そこについてどういうふうにお考えなのか。その 2点を教えてく

ださい。 

 

経営者支援のところについては、今回私どもの意見陳述は最低生計費

試算調査結果に重点を置いたので、全く言わなかったんですが、私ども

としても、中小企業支援はセットだと思っていますので、変な言い方か

もしれませんけど異次元の支援を行うべきだと思っています。当然それ

はセットでやらないと、賃金を払うということはとても大変なことと思

いますので、別の場で、例えば春闘の時期などに労働局との懇談とかも

やってる中で、もっと、今の状況じゃ足りない、もっと何か支援をやる

べきだということは毎回申し上げているところです。 

また、年収の壁問題なんですが、私も勉強中であるんですけど、全労
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連とかの学習会などで言われているのは、扶養から外れてきちんともら

うものはもらい払うものは払って、充実した社会保障を受けられるよう

に、そのためにも賃上げをしっかり勝ちとっていって、年収の壁を越え

ていこうといいますか、そういった議論がされているのを聞いたことが

あります。私は詳しくないんですが、以上です。 

 

それでは、他に質疑は無いようですので、鳥巣様からの意見聴取につ

きましては、これで終了させていただきます。 

鳥巣様、どうもありがとうございました。 

 

＜鳥巣参考人退席＞ 

 

本日実施しました参考人意見聴取につきましては、今後の審議に当

たっての参考にしていただきますようお願いいたします。 

それから、今回３つの団体様以外からも、要望書を受理しております

ので、事務局から説明をお願いします。 

 

それでは、郵政産業労働者ユニオン長崎中央郵便局支部、日本民主青

年同盟長崎県委員会、長崎県労働組合総連合以外から提出された要望書

等につきまして紹介いたします。 

長崎県知事から提出された「本県の最低賃金について」という文書を

配布しております。これについては、最低賃金法第 25 条における意見書

ではございませんがご紹介させていただきます。資料 333 ページ、資料

番号 28 をご覧ください。 

内容としましては、本県は中小企業の割合が高く、賃金水準が全国下

位にあることから、しっかりと人材を確保していくため、また、物価上

昇等、生活を守る観点からも賃金引上げが重要であると考えております。

令和５年度の本県の最低賃金は、前年度から 45 円引き上げられ 898 円と

なっております。引き上げ額は全国５位の高い水準ですが、改定後の最

低賃金額は依然として全国平均と 106 円の格差がございます。本県での

賃金水準の現状や地域経済活性化に向けた本県の取組等をご勘案いただ

き、最低賃金の改正に向け、十分なご議論をお願いする。 

というものであります。 

以上になります。 

    

ただ今、事務局から資料についての説明がありましたが、何かご意見、

ご質問等はございませんか。 
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＜質問等なし＞ 

 

 

 

 

これから議題（６）の「事業場実地視察等結果報告」に移りたいと思

います。事務局から、傍聴人へご案内をお願いします。 

 

冒頭に説明しましたとおり、これ以降の会議は非公開となります。傍

聴の方、記者の方は恐れ入りますが、ご退出いただきますようお願いい

たします。 

なお、本会議に開催されます長崎地方最低賃金審議会第１回専門部会

を傍聴される方につきましては、６階会議室を控室として準備しており

ますのでそちらでお待ちください。専門部会開催前にお声かけいたしま

すのでよろしくお願いいたします。 

 

それでは、議題（６）の「事業場実地視察等結果報告」に移ります。 

「事業場実地視察の実施要領」によりますと、視察は、最低賃金改正の

調査審議に資する有益な情報を収集することを目的に実施するものであ

り、収集した有益な情報については、その後の専門部会での議論に活用

していただけるよう、参加各委員より第２回本審にて報告していただく

こととしています。 

実施に当たっては、事業場及び労働者からヒアリング等を行っており

ますが、まずその結果について事務局より説明をお願いします。 

 

お手元に別冊資料「令和６年度長崎地方最低賃金審議会実地視察等結

果」という資料がございますのでご覧ください。 

実地視察と書面によるヒアリングに協力いただいた事業場は、それぞ

れ各１事業場でございます。  

実地視察事業場の業種は「宿泊業、飲食サービス業」、書面によるヒア

リングは「食料品製造業」、意見聴取の対象者については、使用者側は、

事業主等の管理者、労働者側は、いずれも労働者等を代表する者でござ

います。 

２ページ目は使用者側に事前に調査票をお送りして ご回答いただい

たものを取りまとめております。 

まず、景況について尋ねたところ、実地視察事業場は「不変」、理由は

「売上高はコロナ禍前の水準に回復しつつあるが、食材等仕入単価の高騰

等により収益確保に苦慮している。」とされ、一方、書面ヒアリング事業
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場も「不変」、理由は「コロナ前にようやく戻りつつあるが、観光客の動

向に左右される。特に修学旅行の学生たちが、いかにグラバー園や大浦

天主堂に来るのかが鍵になる。」と回答されています。 

今後の見通しについては、実地視察事業場は「不変」との回答で、そ

の理由としては「仕入単価の高騰、人件費の高騰等が予想される。」と回

答されています。   

一方、書面ヒアリング事業場も「不変」、理由は「インバウンドの影響

はそこまで大きくない。長崎の魅力をいかに発信して旅行地として選択

していただくか良くなる見通しは今の所なし。」と回答されています。 

業界全体の景況については、実地視察事業場、書面ヒアリング事業場

ともに「不変」と回答されています。今後の見通しも実地視察事業場、

書面ヒアリング事業場ともに「不変」とされており、その理由としては、

実地視察事業場は「業界全体としては、従業員の確保に苦慮している。

フル稼働できない企業もみられ、今後の見通しは不透明。」と回答されて

います。一方、書面ヒアリング事業場の理由は「コロナ禍で行われてい

た地域クーポンもなくなり、今後企業の商品の強み、弱みで差が出てく

る。いかに、観光客、インバウンド向けにアピールできるかであるが、

現状見通しが明るいとは思わない。」と回答されています。 

次に、労働時間、休日について回答を頂きました。両社とも所定労働

時間は８時間、週休日は２日と回答されています。 

労働者の年齢別、雇用形態別の内訳は資料に記載したとおりです。 

最低賃金労働者の状況ですが、実地視察事業場においては、賃金額 900

円の労働者が４名、勤続年数は１年から６年のパート労働者となってい

ます。 

書面ヒアリング事業場においては賃金額 898 円のパート労働者が１名

です。この低賃金労働者の勤続年数を見ますと 10 年となっております。 

定期昇給とベースアップの状況は記載しているとおりです。 

５ページ目の「10 長崎県最低賃金に関する意見」をご覧ください。 

長崎県最低賃金 現行 898 円についてどう思うかということについて

です。両社とも「妥当」と回答しています。 

６ページ目の「（３）現行の最低賃金の改定に関する意見」をご覧くだ

さい。 

実地視察事業場は「今後も最低賃金のアップは必要と思うが、企業の

収益の確保が前提である。」と回答し、一方、書面ヒアリング事業場は「こ

こ数年の最低賃金の上昇率が著しいがインフレ市場、日本が海外と同等

になる上でも 1,000 円超は仕方がないと思う。」との回答でございます。 

最低賃金改定による個々の労働者への賃金への影響については、両者

ともに「ある」と回答し、それぞれ「パート労働者が最低賃金に近い水
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準であり、賃金の引上げが必要となる。」、「昨今の最低賃金の上昇額が大

きいため、最低賃金＝パート賃金となっている。毎年 40 円前後上昇する

と中小零細企業にとっては非常に負担となる。また、これに伴い消費者

の購買力が上がればいいが、購買力は以前とさほど変わらず、毎年人件

費が圧迫しているのが現状である。」との回答となっております。 

次に７ページ目、労働者側の意見についてです。 

労働者の目から見た自社の経営状況について、実地視察事業場の労働

者は「需要もあり、経営状況は悪くないと感じています。コンサルタン

トの会社に相談しているようですので、まだまだ改善の余地があるのだ

ろうとも感じています。」、「健全な運営がされていると思います。パンデ

ミックの時期も人員整理する事なく、派遣業務や設備維持業務の実施で

勤務する事が出来ました。新しいイベント企画や客室のリニューアルに

も積極的です。」という意見であり、書面ヒアリング事業場の労働者は記

載がありませんでした。 

次に、労働者の目から見た同業他社の経営状況についてですが、これ

についてはそこに記載されているとおりでございます。 

次に、「４ 長崎県最低賃金（現行 898 円）についてどう思うか」とい

うことについてです。 実地視察事業場、書面ヒアリング事業場の労働者

ともに「低い」との回答でした。 

次に、「５ 最低賃金はいくら位が適当か」ということについてです。

実地視察事業場、書面ヒアリング事業場の労働者ともに時間額で「1,000

円」、その理由は「全国平均（2023 年）が、1,004 円のようなので全国の

平均に合わせて欲しい。」、「特定最低賃金でホテル業の低賃金イメージを

払拭し全国平均とする。」という回答でした。 一方、書面ヒアリング事

業場の労働者は、「交通費が出る所と出ない所がある。交通費が出て 898

円なら良いが出ない所だと働いた１時間分は交通費で無くなる。」という

回答でありました。 

最後に、最低賃金に関する意見・要望等についてですが、実地視察事

業場の労働者は「地方であっても物価は上がっているし、生活は厳しい。

賃金の引き上げは必要だと感じています。」、「特定最低賃金の改定でホテ

ルマンの状況改善となれば、又パート、アルバイトにとっては最低賃金

の改定よりも、年収の壁を 103 万や 130 万から 150 万位に改定する事を

望みます。」と回答しています。書面ヒアリング事業場の労働者は「物価

ばかり上がり最低賃金が低いため、働いても働いてもお金がすぐ無くな

る。全国見てみても長崎は全体的に低い。なので県外に出る人は多いと

思う。」という回答です。 

以上、ヒアリング結果の説明でございます。 
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以上のような結果になっておりますが、何かご意見、ご質問等はござ

いませんか。 

 

＜質問等なし＞ 

 

質問等がなければ、７月 16 日に実施されました事業場実地視察に参加

された公労使の各委員より、視察した感想や収集した情報について報告

していただくことにいたします。 

報告は各側の代表者よりそれぞれお願いいたします。 

まず、労側岩永委員からよろしいでしょうか。 

 

まずは、大変お忙しい中、この事業場視察の段取りをしていただいた

事務局をはじめ、ご対応をいただいた事業場のみなさまにこの場をお借

りしまして感謝を申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

今回はサービス業、ホテル業ということで、製造業の事業場ではござい

ませんでしたので、作業場等の見学はありませんでしたが、事業場の経

営側と労働者側から意見聴取という形で事業場視察を行って、それぞれ

意見交換を行った所感を述べたいと思います。 

労働者の意見聴取の中で、観光立県長崎で、ホテル業界、サービス業

の就労実態というのは、そこで働く方々が、観光なので、来県される方々

に長崎の魅力を伝えるためにも懸命に働かれているんだなと感じ取られ

たというふうに思っています。 

２人の労働者からは、職場の風通しは良くて、働きやすい職場環境に

あるということが感じられました。しかしながら、労働者の発言の中で

もあったように、全体比較ではないものの、同業他社に比べて賃金が安

く、子供の成長に備えての貯蓄が難しいという実態等の報告がなされた

ところです。そして、正社員登用を希望するも、土日勤務があること等

から、現実は幼少期、少年期の子供を抱える方々にとってはホテル業界

で勤務することについてのハードルがやや高いのかなということも感じ

たところです。これは、会社の制度上の問題もあって、会社としてさら

なる環境整備を行うこというも必要なのかなと考えています。 

それから、経営者からの意見聴取ですけれど、宿泊価格等は、近隣ホ

テルとのバランスを常に配慮した設定にせざるを得ないという状況で、

価格転嫁がなかなか進まないという現状もある中において、ランチ営業

を強化することや、DX 等の推進による生産性向上にも取り組まれておら

れ、企業努力が行われている事業場ということが分かりました。また、

修学旅行客の単価等は上げにくいということや、立地条件、長崎市内の

相場感等から、宿泊単価等の引き上げには苦慮しているという現実もう
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 峯下委員 

 

 

  

かがえました。労働者からの立場からすると、現段階では定期昇給も確

立されたものはなく、ベースアップも、離職防止のための若年層のみの

職場で、一定の昇給はあるものの、昨今の物価高等に対応したものでは

なかった、というふうに思えます。先ほども申し上げましたが、労働者

から、時給が上がったらどうするかという質問に対して、子供の成長の

ために貯蓄に回すとの発言があったように、最低賃金近傍で働いている

方々は子供の将来のための貯蓄も難しい、厳しい生活の実態がうかがえ

たところです。 

さらに、離島を抱える長崎県の物価、長崎市の生活費の高さから、厳

しい生活実態が報告されました。最低賃金は全国並みの 1,000 円になる

のが望ましいということや、県内でも地域別に決めた方がいいという意

見もあったところです。まさに、長崎県における生活実態を反映した意

見そのものであるというふうに思います。最低賃金は、都市部との格差

を縮めなければならないと痛感したところです。 

それから、経営者側に対し、昨年の最低賃金引き上げに対しての経営

への影響を聞くと、そもそも若年層への賃上げを行うということを考え

られており、様々な生産性向上への取組等の経営努力の中で、人件費の

アップができている、ということから最低賃金が上がっても、経営への

影響は少ないものと推察をされました。 

最後になりますけれども、経営者側より、国や県の助成金、補助金の

活用、あるいは申請の手間についての発言がございました。当初の申請

方法というよりも、以前より簡便にはなっているものの、まだまだ面倒

な手続きが多いということを訴えられています。 

国や自治体は、助成金等の申請について、さらに簡便とすることや、

いわゆる真水の支援を行っていただくことを含めた中小企業への支援拡

大と環境整備を行っていただきたい、というふうに思っています。 

さらには、消費者が価格に見合った料金を支払うことへの理解を進め

ると共に、企業間における価格転嫁の円滑化をさらに進めること等の機

運醸成を国や自治体として行っていただくよう申し上げて、私からの所

感とさせていただきます。 

 

ありがとうございました。 

次に、使側の報告をお願いします。 

 

はい。感想を述べます。 

今回訪問した事業場は、どちらかと言うと経営が安定しているという

印象をまず受けました。ちなみに、一昨年訪問した事業場、縫製工場は、

小規模零細に近く、事業場に入った瞬間に、いかにも最低賃金近傍での
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賃金を支払っているというような雰囲気が伝わって来たんですけども、

一方、今回訪問した事業場は安定されているなという第一印象でした。

経営もしっかりされてる印象で、経営陣もしっかりしている。一昨年に

視察した事業場のように、支払面というか、経営面でご苦労されている

事業場、最低賃金が毎年上がることによりご苦労されている事業場等、

困り度具合が伝わってくる事業場が他にもたくさんあるはずですので、

そういった事業場を視察するほうが本来は良いと思います。 

ついては、やはり事業場視察というのは、現状では訪問は 1か所です

から、どうしても全体の中のほんの一部を見たにしか過ぎないと言わざ

るを得ません。見ないよりは見た方がいいかもしれませんけど、1か所だ

け見て、それが全てと捉えたら危ないなというふうに思いました。 

意見交流の中で、特に使用者側の方から、参考になる意見がありまし

たので、先ほどの岩永委員と似た部分というかほとんど同じ項目になり

ますが、あえて申し上げます。 

業務改善助成金ですけれども、パンフレットの冊子だけでは制度の詳

細まで理解できません、労働局に何度も足を運んでいろんな手続きを

取ってます、とおっしゃっていました。最初は理解したとしても、全体

像がまだつかめなくて、やり取りをしながらいろんな予測を立てないと

スケジュール的にも間に合わない、というふうにも言われていました。

はっきりするまで待ってたら期限が来てしまうので、ある程度予測して

やるんですが、手続きの中で、合い見積を取るということがあったりす

るんですけども、そういうことをしていると、やはり時間が足りない、

ということを言われていました。 

次に価格転嫁です。先ほど岩永委員が言われたとおりですが、やはり

今回訪問した事業場はメインの顧客が修学旅行で、修学旅行の需要も大

きいというふうにおっしゃっていたんですけども、その単価を上がるの

がすごく難しい、単価を上げてしまうと、学校側から宿泊先として選ん

でもらえなくなる、というお話がありました。価格転嫁に対する、利用

側の理解が進んでいないという、生の声を聞くことができたと私は思っ

ています。 

また、ビアホールは以前から値上げしていないそうです。詳細説明ま

ではなかったんですが、値上げすれば、売上が減って、逆にマイナスに

なるとの経営判断、すなわち、一般消費者の理解が得られないとの経営

判断ということだと理解しました。価格転嫁の難しさを表した事例だと

思います。 

このことを踏まえて、価格転嫁は、一般的にＢtoＢ企業間取引のみが

フォーカスされて、ＢtoＢについては、公的機関も含めてすごく躍起に

なってるんですけど、ＢtoC については、一般消費者を意識した対策のと
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ころは、なかなか講じられない節があり、これは労働者側も使用者側も

全く同じ意見です。最低賃金近傍に関連する業種においては、ＢtoＢ以

上にＢtoC、一般消費者を顧客に待つ小規模事業者が圧倒的に多いんだと

私は思っています。その点が今回の事業場視察での感想です。以上です。 

 

ありがとうございました。 

最後に公益委員より報告をお願いします。 

 

事業場視察では、みなさん大変お世話になりました。ありがとうござ

いました。 

ほとんど先ほどのお二人から説明があったので、私から申し上げるこ

とはそんなに多くないんですが、経営者側の方に意見を聞いて印象に

残ったのは、観光業なのでまだまだコロナの影響が残っているのかなと

思っていたら、宿泊者数ではコロナ前の 90％くらいには回復しているし、

売上で言うと 100%に回復しているというお話でした。これは、宿泊価格

が上がったためだそうです。 

賃金の上昇についても、理解がある経営者の方で、昨年はそれほど多

くは無理だったけど、全体の賃金は上げたし、今度も賃金は全ての社員

について上げたいと思っているという話がありました。 

ただ、今後も上がることを考えると、新しく人を増やすということは

難しくなってくるので、人を増やさずにどうやって売上を伸ばそうかと

いうことを考えていこうと思います、ということを言われていました。 

助成金の申請については、ネット化が進んで以前よりはややこしくなく

なって来たかな、という感想を述べられていました。 

労働者側の方の聴取としては、予約係の方と、客室準備係の方にお一

人ずつお話を伺ったんですけども、予約係の方については印象に残った

のはやはり今も全く貯金ができていない状態なので、賃金が上がったら

ぜひ貯金をしたいということを言われていました。客室準備係の方は、

とても働きやすい職場なので転職は考えておらず、もう 5年働いていて、

年金をもらいながら働いているのだけれども、そういう高齢の人は収入

を増やしたいと思っても、労働時間を増やすのは体力的に難しいから賃

金が上がることを願っているというようなお話がありました。 

 

ありがとうございました。以上のような結果でした。 

それでは本日予定しておりました議題は終了いたしましたので、これ

をもちまして、本日の審議会は閉会といたします。お疲れ様でした。 

引き続き、専門部会を開催しますので、専門部会委員の方はこの会議

室にお残りください。 
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